
生物多様性と消費行動
-世界の動向、日本の役割-

橋 本 禅
東京大学大学院農学生命科学研究科



2

過去250年の人間活動の拡大と環境の変化

横軸は西暦年（1750年～2000年）、縦軸は各指標の単位（例. 人口は「人」、GDPは「ドル」）

人口増加や近代化を背景に人間活動が大きく拡大、その一方で環境の劣化も進んできた

Steffen et al. (2011)を訳出。小麦生産量はFAOSTAT(online) から作成。
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世界の傾向

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity
and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.

評価に用いられた27の指標のうち、
• 食料・飼料、 バイオエネルギー、繊維等

の生産が飛躍的に増大
• 他方で、大気や水質、気候の調節、生

息地の提供など多くの生態系サービス
が劣化・減少

1970年以降の自然の恵みの世界的傾向

過去50年の間に人類は物質的には豊かになった
その一方で多くの自然の恵みを失ってきた

異なる地域ごとの傾向 一致

●十分確立している

●確立しているが不十分

●競合する解釈あり

結果の信頼度

※結果の信頼度に応じて矢印の背景色が異なる
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生態系別にみた、生物多様性の低下を引き起こす直接的要因
陸域 土地利用変化＞直接採取＞気候変動＞汚染＞侵略的外来種
淡水域 土地利用変化＞汚染＞直接採取＞気候変動＞侵略的外来種
海洋 直接採取＞海洋の利用変化＞汚染＞気候変動＞侵略的外来種
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100万種の生物が絶滅の危機に瀕している
（分類毎の絶滅危惧割合）×（分類毎の種数）＝（当該分類の絶滅危惧種）

人間活動の影響により、地球全体でかつてない規模で
多くの種が絶滅の危機に瀕している

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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食料生産に関するIPBES地球規模評価報告書の指摘（抜粋）

• 世界の食料作物の種類の75%以上が動物による花粉媒介に依存
市場価値で年間2,350億ドル～5,770億ドルに直接寄与（IPBES, 2016）

cf. 日本では耕種農業生産額の約4700億円（全体の約8%）に寄与（小沼・大久保，2015）

• 栽培植物と家畜在来種が全世界で失われつつある
• 食料や農業に利用されている家畜哺乳動物6,190品種のうち559品種（9%超）が 2016年までに絶

滅。さらに、少なくとも1,000 品種が絶滅の危機

• 遺伝的多様性を含む多様性の消失は、害虫、病原体、気候変動などに対する農
業システムのレジリエンスを損ない、世界の食料安全保障にとって重大な脅威

• 世界の食料生産量は需要を十分に満たしているが、世界人口の約11％は栄養
不良状態。若年死亡の原因の約20%は食由来の疾病（栄養失調、肥満、など）

• 世界の温室効果ガス排出量の約25%は開墾、作物生産および肥料投入に由来。
このうち約75%は動物食料の生産（e.g. 牛肉）に起因

• ある国の消費、生産およびガバナンスが他国の生物多様性、資源、廃棄物、エ
ネルギー等の流れに与える影響が増大。グローバル化による国・地域の結びつ
きの強化は、経済全体の利益を生む一方で、経済的、環境的な負担を他国に移転
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先進国の消費活動が他国の生物多様性の低下を引き起こ
していることが明らかにされつつある

貿易が絶滅危惧種に及ぼす影響を7,000種の絶滅危惧種データ（ IUCN Red Listを含む）をもとに解析

●輸入による他国への影響が大きい国（上位10カ国）

●輸出による自国への影響が大きい国（上位10カ国）

影響を受ける種数

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Servicesを訳出、改変



8農林水産省（2020）「農林水産省生物多様性戦略の見直しに関する有識者研究会」からの提言資料より

日本の食料自給率（供給熱量ベース）は37%
日本の食生活の約6割は海外の生産国・供給地に影響
他方で、国内では里地里山の利用低下が問題に…

輸入部分

輸入飼料部分
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カウントせず）
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直接的要因の形成に、
生産・消費パターン、人口動態、貿易、技術利用、ガバナンスなど

われわれの行動や価値観が影響
IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.

生態系別の生物多様性の低下を引き起こす直接的要因
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CBD (2020) Global Biodiversity Outlook 5を訳出

生態系の保全・再生

気候変動の緩和

汚染、侵略的外来種、
乱獲等への対処

持続可能な生産

消費や廃棄の削減

直接要因に働きかける従来の対策だけでは
生物多様性の減少は食い止められない

生
物

多
様

性

生物多様性の傾向

• 減少を食い止め、
回復に転じさせ
るためには、分
野横断的な社会
の変革が必要

• 生産・消費の変
革が鍵の一つ


